
① 市内に初めて本店（支店）を設立（設置）する場合（市外からの転入含む）

様式第40号(別表第1関係)

  　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　カブシキガイシャ　▲▲▲▲

東京都○○区△△町
１丁目２番３号

オオミヤク　イチロウ

○×税理士事務所 

次のとおり申告します。 ※代表者が署名しない場合は、記名押印してください。

  １ 収益事業を行う    ２ 収益事業を行わない

  １ 非営利型法人      ２ 普通法人

サイタマエイギョウショ 平成

さいたま営業所

届出内容に変更が生じた場合、ご記入ください。

１ 代表者

２ 資本金

３ 所在地

４ 商号

５ 事業年度

６ その他(      )

解散

年　　月　　日 電話番号

清算結了

年　　月　　日

合併 電話番号

年　　月　　日

備考　

株式会社　▲▲▲▲

大宮区　一郎

電話番号  ０３－○○○○－○○○○

２９年 ４月１日

法人の設立（設置）変更等申告書

管　理　番　号 決　　算　　月

 （宛 先）  さいたま市長 ３　　月

本店所在地

( フ リ ガ ナ )

法 人 名

法 人 番 号

( フ リ ガ ナ )

代 表 者 氏 名
電話番号 ０３－○○○○－○○○○

※

申告書類の送付先 関 与 税 理 士

(本店以外の場合) 氏 名

設

立

(

設

置

)

設 立 年 月 日 平成１０年   １０月   １０日 事 業 年 度
４  月  １  日から       ３  月  ３１  日まで

資 本 金 又 は
２０，０００，０００円

出 資 金 の 額
事 業 種 目 不動産賃貸・管理業２０，０００，０００円資 本 金 等 の 額

事務所等の設置状況   １ さいたま市内のみ 法 人 税 申 告
期 限 の 延 長

有
・
無

　　年　　　月　　　日から　　 年　　　月　　　日までの

  ２ さいたま市外にもあり        事業年度から　(  　　 )月延長

※該当する
　法人のみ

法 人 税 法 上 の 公 益 法 人 等 の 場 合

一般社団法人・一般財団法人の場合

( ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ )
所       在       地 設置年月日

名      称
さ い た ま 市 内 に

設 置 し た 事 務 所 等

さいたま市 浦和 区 常盤６丁目４番４号

    電話番号 ０４８-×××-××××
さいたま市        区

    電話番号
年  月  日

通 算 承 認 の 有 無 有・無 通算事業年度
　　　月   日から

通算親法人
(名   称)

　　　月   日まで (所在地)

あり（　　年　　月頃）・なし

変

更

変 更 事 項 変      更      前 変      更      後 変 更 年 月 日

年  月  日

廃 止 す る 事 務 所 等 廃止届後のさいたま市
有　・　無の 名 称 と 所 在 地 (所在地)

休
業

年　　 月　　 日から休業
（事業再開見込） 再

開
年　　 月　　 日から再開 

(住所)

合 併 先 法 人 の
名 称 と 所 在 地

(名  称)

引き継ぐ　・　引き継がない

(所在地)

廃
止

(名  称) 廃 止 年 月 日 年　　月　　日

処理欄 確認〔           〕   宛名        基本        特記         送付先(           )     ＴＥＬ 入力

設立(設置)の場合は登記事項証明書（登記簿謄本）と定款の写し、その他の異動は登記事項証明書（登記簿謄本）の写し
等関係する書類の写しを添付してください。

内の事務所等の有無

解

散

等

清 算 人 の
氏 名 と 住 所

(氏名)
被合併法人から合併法人
への事務所等の引き継ぎ

登記上の本店の場合

は主たる事務所を

上段に記載

(決算年 回)

(いずれかに〇)

本店移転の場合、

旧本店は( 存続 ・ 廃止 )

(上記の本店以外）

（登記日： 年 月 日）

受 付 印 漢
字
、
英
字
、
記
号
な
ど
に
も

フ
リ
ガ
ナ
を
ふ
っ
て
く
だ
さ
い

本
店
所
在
地
以
外
に
申
告
書
等
の
送
付

を
希
望
す
る
場
合
は
ご
記
入
く
だ
さ
い

事業年度(決算期)は
必ずご記入ください

①登記事項証明書(登記簿謄本)
②定款 を必ず添付してください

※いずれも写し可



② 市内に既に事務所を有し、本店所在地・資本金等、登記事項に変更があった場合

様式第40号(別表第1関係)

  　　　年　　　月　　　日

さいたま市中央区下落合
                 ５丁目７番１０号

○×税理士事務所 

電話番号    ０４８-×××-××××

次のとおり申告します。 ※代表者が署名しない場合は、記名押印してください。

  １ 収益事業を行う    ２ 収益事業を行わない

  １ 非営利型法人      ２ 普通法人

届出内容に変更が生じた場合、ご記入ください。

１ 代表者

２ 資本金 平成

３ 所在地 ２，０００，０００円 ５，０００，０００円 ２８年 １０月１日

４ 商号 さいたま市浦和区常盤 さいたま市中央区下落合 平成

５ 事業年度 ６丁目４番４号 ５丁目７番１０号 ２８年 １０月５日

６ その他(      )

解散

年　　月　　日 電話番号

清算結了

年　　月　　日

合併 電話番号

年　　月　　日

備考　

処理欄 確認〔           〕   宛名        基本        特記         送付先(           )     ＴＥＬ 入力

設立(設置)の場合は登記事項証明書（登記簿謄本）と定款の写し、その他の異動は登記事項証明書（登記簿謄本）の写し
等関係する書類の写しを添付してください。

内 の 事 務 所 等 の 有 無

解

散

等

清 算 人 の
氏 名 と 住 所

(氏名)
被合併法人から合併法人
への事務所等の引き継ぎ

(住所)

合 併 先 法 人 の
名 称 と 所 在 地

(名  称)

引き継ぐ　・　引き継がない

(所在地)

廃
止

(名  称) 廃 止 年 月 日 年　　月　　日

廃 止 す る 事 務 所 等 廃止届後のさいたま市
有　・　無の 名 称 と 所 在 地 (所在地)

休
業

年　　 月　　 日から休業
（事業再開見込） 再

開
年　　 月　　 日から再開 

(名   称)

　　　月   日まで (所在地)

あり（　　年　　月頃）・なし

変

更

変 更 事 項 変      更      前 変      更      後 変 更 年 月 日

さ い た ま 市 内 に

設 置 し た 事 務 所 等

さいたま市        区

    電話番号
年  月  日

さいたま市        区

    電話番号
年  月  日

通 算 承 認 の 有 無 有・無 通算事業年度
　　　月   日から

通算親法人

※該当する
　法人のみ

法 人 税 法 上 の 公 益 法 人 等 の 場 合

一般社団法人・一般財団法人の場合

( ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ )
所       在       地 設置年月日

名      称

事務所等の設置状況   １ さいたま市内のみ 法 人 税 申 告
期 限 の 延 長

有
・
無

　　年　　　月　　　日から　　 年　　　月　　　日までの

  ２ さいたま市外にもあり        事業年度から　(  　　 )月延長

資 本 金 又 は
円  

出 資 金 の 額

事 業 種 目
円  資 本 金 等 の 額

※

申告書類 の送 付先 関 与 税 理 士

(本店以外の場合) 氏 名

設

立

(

設

置

)

設 立 年 月 日 年     月     日  事 業 年 度
 月     日から        月     日まで  

本店所在地

( フ リ ガ ナ )

法 人 名

法 人 番 号

( フ リ ガ ナ )

代 表 者 氏 名
電話番号 ０４８-×××-××××

●●●● 株式会社

●●●● カブシキガイシャ

中央区　花子

チュウオウク　ハナコ

法人の設立（設置）変更等申告書

管　理　番　号 決　　算　　月

 （宛 先）  さいたま市長 ０３００００００１ ３ 月

登記上の本店の場合

は主たる事務所を

上段に記載

(決算年 回)

(いずれかに〇)

本店移転の場合、

旧本店は( 存続 ・ 廃止 )

(上記の本店以外）

（登記日：２８年１０月３０日）

受 付 印

登記事項変更(本店所在地、代表者、資本金等)の場合
は、必ず登記事項証明書(登記簿謄本)の写しを添付して
ください

（登記日：２８年１０月３０日）

(決算年 回)

(いずれかに〇)

(上記の本店以外）



③ 市内の事務所等を廃止する場合

様式第40号(別表第1関係)

  　　　年　　　月　　　日

カブシキガイシャ　■■■■
東京都○○区△△町

１丁目２番３号

ミドリク　ジロウ

次のとおり申告します。 ※代表者が署名しない場合は、記名押印してください。

  １ 収益事業を行う    ２ 収益事業を行わない

  １ 非営利型法人      ２ 普通法人

届出内容に変更が生じた場合、ご記入ください。

１ 代表者

２ 資本金

３ 所在地

４ 商号

５ 事業年度

６ その他(      )

解散

年　　月　　日 電話番号

清算結了

年　　月　　日

合併 電話番号

年　　月　　日

備考　

処理欄 確認〔           〕   宛名        基本        特記         送付先(           )     ＴＥＬ 入力

設立(設置)の場合は登記事項証明書（登記簿謄本）と定款の写し、その他の異動は登記事項証明書（登記簿謄本）の写し
等関係する書類の写しを添付してください。

内 の 事 務 所 等 の 有 無

解

散

等

清 算 人 の
氏 名 と 住 所

(氏名)
被合併法人から合併法人
への事務所等の引き継ぎ

(住所)

合 併 先 法 人 の
名 称 と 所 在 地

(名  称)

引き継ぐ　・　引き継がない

(所在地)

廃
止

(名  称) さいたま支店 廃 止 年 月 日 H２９年３月３１日

廃 止 す る 事 務 所 等 廃止届後のさいたま市
有　・　無の 名 称 と 所 在 地 (所在地) さいたま市緑区大字中尾９７５番地１

休
業

年　　 月　　 日から休業
（事業再開見込） 再

開
年　　 月　　 日から再開 

あり（　　年　　月頃）・なし

変

更

変 更 事 項 変      更      前 変      更      後 変 更 年 月 日

年  月  日

通 算 承 認 の 有 無 有・無 通算事業年度
　　　月   日から

通算親法人
(名   称)

　　　月   日まで (所在地)

設置年月日
名      称

さ い た ま 市 内 に

設 置 し た 事 務 所 等

さいたま市        区

    電話番号
年  月  日

さいたま市        区

    電話番号
年  月  日

有
・
無

　　年　　　月　　　日から　　 年　　　月　　　日までの

  ２ さいたま市外にもあり        事業年度から　(  　　 )月延長

※該当する
　法人のみ

法 人 税 法 上 の 公 益 法 人 等 の 場 合

一般社団法人・一般財団法人の場合

事務所等の設置状況   １ さいたま市内のみ 法 人 税 申 告
期 限 の 延 長

資 本 金 等 の 額
設

立

(

設

置

)

設 立 年 月 日 年     月     日  事 業 年 度

( ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ )
所       在       地

 月     日から        月     日まで  
資 本 金 又 は

円  
出 資 金 の 額

事 業 種 目
円  

※

申告書類 の送 付先 関 与 税 理 士

(本店以外の場合) 氏 名 電話番号

法 人 名

法 人 番 号

( フ リ ガ ナ )

代 表 者 氏 名
電話番号 ０３-○○○○-○○○○

株式会社　■■■■

緑区　次郎

法人の設立（設置）変更等申告書

管　理　番　号 決　　算　　月

 （宛 先）  さいたま市長 １２００００００２ 月  

本店所在地

( フ リ ガ ナ )

登記上の本店の場合

は主たる事務所を

上段に記載

(決算年 回)

(いずれかに〇)

本店移転の場合、

旧本店は( 存続 ・ 廃止 )

(上記の本店以外）

（登記日： 年 月 日）

受 付 印

※支店の廃止の場合は、

登記事項証明書(登記簿謄本)の添付は不要です

(決算年 回)

(いずれかに〇)

(上記の本店以外）



④解散等する場合

様式第40号(別表第1関係)

  　　　年　　　月　　　日

さいたま市見沼区堀崎町
        　　         １２番地３６

ミヌマク　ヨシコ

○×税理士事務所 

電話番号    ０４８-×××-××××

次のとおり申告します。 ※代表者が署名しない場合は、記名押印してください。

  １ 収益事業を行う    ２ 収益事業を行わない

  １ 非営利型法人      ２ 普通法人

届出内容に変更が生じた場合、ご記入ください。

１ 代表者

２ 資本金

３ 所在地

４ 商号

５ 事業年度

６ その他(      )

解散 桜区 三郎

H２９年 ４月 １０日 電話番号 ０４８-×××-××××

清算結了 さいたま市桜区道場４丁目３番１号

年　　月　　日

合併 電話番号

年　　月　　日

備考　

処理欄 確認〔           〕   宛名        基本        特記        連結        送付先(           )     ＴＥＬ 入力

設立(設置)の場合は登記事項証明書（登記簿謄本）と定款の写し、その他の異動は登記事項証明書（登記簿謄本）の写し
等関係する書類の写しを添付してください。

内 の 事 務 所 等 の 有 無

解

散

等

清 算 人 の
氏 名 と 住 所

(氏名)
被合併法人から合併法人
への事務所等の引き継ぎ

(住所)

合 併 先 法 人 の
名 称 と 所 在 地

(名  称)

引き継ぐ　・　引き継がない

(所在地)

廃
止

(名  称) 廃 止 年 月 日 年　　月　　日

廃 止 す る 事 務 所 等 廃止届後のさいたま市
有　・　無の 名 称 と 所 在 地 (所在地)

休
業

年　　 月　　 日から休業
（事業再開見込） 再

開
年　　 月　　 日から再開 

(名   称)

　　　月   日まで (所在地)

あり（　　年　　月頃）・なし

変

更

変 更 事 項 変      更      前 変      更      後 変 更 年 月 日

年  月  日

さ い た ま 市 内 に

設 置 し た 事 務 所 等

さいたま市        区

    電話番号
年  月  日

さいたま市        区

    電話番号
年  月  日

通 算 承 認 の 有 無 有・無 通算事業年度
　　　月   日から

通算親法人

※該当する
　法人のみ

法 人 税 法 上 の 公 益 法 人 等 の 場 合

一般社団法人・一般財団法人の場合

( ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ )
所       在       地 設置年月日

名      称

事務所等の設置状況   １ さいたま市内のみ 法 人 税 申 告
期 限 の 延 長

有
・
無

　　年　　　月　　　日から　　 年　　　月　　　日までの

  ２ さいたま市外にもあり        事業年度から　(  　　 )月延長

資 本 金 又 は
円  

出 資 金 の 額

事 業 種 目
円  資 本 金 等 の 額

※

申告書類 の送 付先 関 与 税 理 士

(本店以外の場合) 氏 名

設

立

(

設

置

)

設 立 年 月 日 年     月     日  事 業 年 度
 月     日から        月     日まで  

( フ リ ガ ナ )

法 人 名

法 人 番 号

( フ リ ガ ナ )

代 表 者 氏 名
電話番号 ０４８-×××-××××

ユウゲンガイシャ　△△△△

有限会社 △△△△

　　見沼区　良子

法人の設立（設置）変更等申告書

管　理　番　号 決　　算　　月

 （宛 先）  さいたま市長 ０４００００００３ ９  月

本店所在地

登記上の本店の場合

は主たる事務所を

上段に記載

(決算年 回)

(いずれかに〇)

本店移転の場合、

旧本店は( 存続 ・ 廃止 )

(上記の本店以外）

（登記日： 年 月 日）

受 付 印

休業の場合は、「休業開始日」「事業再開見込」を記

入してください

※登記事項証明書(登記簿謄本)の添付は不要です

解散の場合は、登記事項証明書(登記簿謄本)
の写しを添付してください

(決算年 回)

(いずれかに〇)

(上記の本店以外）


